
NO 事　業　名 事業概要・事業目標 事　業　実　績 事業費（千円） 交付金充当額（千円） 事業期間 効　果　検　証 担当課

1
低所得世帯への追加給付事業【物価
高騰対策支援金】

物価高騰が続く中で住民税非課税への支援を行うこと
で、低所得者の方々の生活を維持する。

令和５年度分の住民税非課税世帯2,634世帯に対して
70,000円を給付及びその事業を行うための事務費のうち
令和６年度分

16,755 16,755 R6.1～R7.3

申請があり、要件を満たしている全ての
世帯に70,000円を給付することで、物価
高騰が続く中で、低所得者の生活を維持
することができた。

総務課

2 給付金定額減税一体支援事業
物価高騰が続く中で住民税非課税への支援を行うこと
で、低所得者の方々の生活を維持する。

令和５年度住民税均等割のみ課税世帯604世帯、令和６年
度住民税非課税化世帯245世帯、令和６年度住民税均等割
のみ課税化世帯250世帯に対して10万円及びこども加算金
１人あたり５万円を給付及びその事業を行うための事務
費、定額減税を補足するための給付及び事務費のうち令
和６年度分

342,245 342,245 R6.4～R7.3

申請があり、要件を満たしている全ての
世帯に給付をすることで、物価高騰が続
く中で、低所得者の生活を維持すること
ができた。

総務課
税務課

3 低所得世帯支援事業
物価高騰が続く中で住民税非課税への支援を行うこと
で、低所得者の方々の生活を維持する。

令和６年度住民税均等割非課税世帯2,289世帯に対して３
万円及びこども加算273人に対して１人あたり２万円を給
付及び不足額給付事業分と事業を行うための事務費のう
ち令和６年度分

122,014 122,014 R7.1～R8.3

申請があり、要件を満たしている全ての
世帯に給付をすることで、物価高騰が続
く中で、低所得者の生活を維持すること
ができた。

総務課
税務課

4 学校給食費支援事業

エネルギー・食料品価格をはじめとする物価高騰の影響
を受けている子育て世帯の保護者等を支援するため、教
職員等を除く小中学校の給食費を11か月間（８月を除
く）50％減免する。

・小学校（４校）　4,000円×11月×1,827人×1/2
　　　　　　　　　＝40,194,000円

・中学校（２校）　4,700円×11月×838人×1/2
　　　　　　　　　＝21,662,300円

61,856 61,856 R6.4～R7.3

年間の給食費（11か月分）の半額を減免
する支援を行うことで、エネルギー・食
料品等の物価高騰の影響を受けている保
護者の負担を軽減することができた。

教育課

5 筑前町緊急物価高騰対策応援事業

米の価格高騰の影響を受けている住民を支援するととも
に、エネルギー価格高騰の影響を受けている農業者を支
援するため、地元産の新米を全町民に対して５㎏配布す
る。

11,927世帯、29,927人に対し、１人あたり５㎏の地元産
新米を町内３箇所のカントリーエレベーターでドライブ
スルー方式により配布した

97,154 1,395 R6.11～R7.3

町内産の新米を配布（配布率97.2％）す
ることで、住民及び農業者支援を行うこ
とができた。

農林商工課

6 スクールバス購入事業費補助金

原油価格高騰の影響を受け、スクールバス運行事業者の
経営が厳しくなっているため、バス購入費用を補助し、
事業者の事業継続を支援するとともに、通学に不可欠な
バスの便数を維持する。

バス運行事業者１社への補助金：25,900千円 25,900 500 R6.4～R7.3
バス運行事業者への補助金を交付するこ
とで、経営が厳しい中でも通学に不可欠
なバスの運行を継続することができた。

教育課

合　　計 － － 665,924 544,765 － －
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